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図６－６ 安心・快適な給水の確保に係る方策 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

図６－６ 安心・快適な給水の確保に係る方策 

 
図６－７統合的アプローチによる水道水質の向上アクションプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６－７統合的アプローチによる水道水質の向上アクションプログラム 
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図６－８水質管理率100％アクションプログラム 図６－８水質管理率100％アクションプログラム 
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図６－９ 災害対策等の充実に係る方策 
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図６－９ 災害対策等の充実に係る方策 

～だれでも・どこでも・いつでも 安全安心な水質を保証する体制の実現～

水質管理の限界（制度、技術的基盤、財政的基盤等）

・未普及人口約360万人（平成17年度末時点）

国
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・サービス内容の多様化

水道事業者等（指導・支援）

・未普及地域の解消、管理統合
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水道普及率水道普及率

97.397.3％％
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・規制対象の拡大

・管理の仕組みの充実

検査機関（管理検査）
・公正・適正な検査

・サービス多様化の試み

利用者
・水質管理状況の確認

都道府県等（監督）
・水道整備基本構想の策定

・監督体制の充実

←

水質管理率１００％プログラム（小規模施設の管理充実）

・飲用井戸、貯水槽水道の水質管理の問題

・さらには中小規模水道の水質管理の問題

（平成18年度末時点）
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図６－11 環境・エネルギー対策の強化に係る方策 
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図６－11 環境・エネルギー対策の強化に係る方策 
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図６－12 環境・エネルギー対策の強化アクションプログラム 
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図６－12 環境・エネルギー対策の強化アクションプログラム 


